
平成３０年３月松伏町議会定例会提出議案概要 

 

議案第 １ 号 

松伏町副町長の選任について 

１  趣旨 

松伏町副町長鈴木寛氏の任期は、平成３０年３月３１日で満了となるが、再び鈴木寛

氏を選任することについて同意を求めるもの 

２ 任期 

  平成３０年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

 

議案第 ２ 号 

松伏町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

１ 趣旨 

松伏町固定資産評価審査委員会委員山﨑博氏の任期は、平成３０年４月１９日で満了

となるが、後任として石井新一氏を選任することについて同意を求めるもの  

２ 任期 

  平成３０年４月２０日から平成３３年４月１９日まで 

 

議案第 ３ 号 

松伏町農業委員会委員の任命について 

１ 趣旨 

 松伏町農業委員会委員石川幸男氏（魚沼地区）の退任に伴い、後任として高橋實氏を

任命することについて同意を求めるもの 

２ 任期 

  任命の日から平成３１年４月６日まで 

 

議案第 ４ 号 

松伏町国民健康保険財政調整基金条例 

１ 趣旨 

国民健康保険事業の都道府県単位化に伴い、国民健康保険財政の健全な運営を図るた

め、松伏町国民健康保険財政調整基金を設置するための条例の全部改正 

２ 内容 

（１）設置（第１条関係） 

国民健康保険財政の健全な運営を図るため、松伏町国民健康保険財政調整基金（以

下「基金」という。）を設置する。 

（２）積立て（第２条関係） 

基金として積み立てる額は、５万円以上とする。 

（３）管理（第３条関係） 

基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管

しなければならない。 

（４）繰替運用（第５条関係） 

町長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を

定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（５）処分（第６条関係） 

基金は、第１条に規定する設置の目的に該当する場合に限り、その全部又は一部を



特別会計歳入歳出予算に繰り入れ処分することができる。 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

平成３０年４月１日 

（２）経過措置 

この条例の施行前、松伏町国民健康保険の保険給付費の支払基金に属していた現金

及び有価証券は、松伏町国民健康保険財政調整基金に属するものとする。 

 

議案第 ５ 号 

松伏町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例 

１ 趣旨 

  介護保険法第４７条第１項第１号、第７９条第２項第１号並びに第８１条第１項及び

第２項の規定に基づき、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定め

るための条例の制定 

２ 内容 

（１）基本方針（第３条関係） 

   指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可

能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるように配慮して行われるものでなければならない。 

（２）人員に関する基準（第４条及び第５条関係） 

  ア 従業者の員数 

指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定居宅介護支援事

業所」という。）ごとに１以上の員数の指定居宅介護支援の提供に当たる介護支援

専門員であって常勤であるものを置かなければならない。この員数の基準は、利用

者の数が３５又はその端数を増すごとに１とする。 

  イ 管理者 

  （ア）指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理者を置

かなければならない。 

  （イ）管理者は、介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主

任介護支援専門員でなければならない。 

（３）運営に関する基準（第６条から第３１条まで） 

  ア 要介護認定の申請に係る援助 

    被保険者から要介護認定の申請の代行を依頼された場合等においては、居宅介護

支援事業者は必要な協力を行わなければならない。 

  イ 指定居宅介護支援の基本取扱方針 

指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行われると

ともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われなければならない。 

  ウ 指定居宅介護支援の具体的取扱方針 

    指定居宅介護支援の方針は、２（１）及び２（３）イに基づき、利用者の課題分

析、サービス担当者会議の開催、居宅サービス計画の作成及び実施状況の把握等の

居宅介護支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う介護支援専門員の

責務について定める。 

  エ 管理者の責務 

指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専

門員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申込みに係る調整、業務の



実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。 

  オ 記録の整備 

    指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備

しておかなければならない。 

（４） 基準該当居宅介護支援に関する基準（第３２条関係） 

    ２（１）、（２）及び（３）は、基準該当居宅介護支援の事業について準用する。 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

   平成３０年４月１日 

（２）経過措置 

   この条例の施行の日から平成３３年３月３１日までの間は、２（２）イ（イ）に関

わらず、介護支援専門員を２（２）イ（ア）の管理者とすることができる。 

 

議案第 ６ 号 

松伏町営農園設置及び管理条例 

１ 趣旨 

自然に親しみながら農作業を体験できる場を提供することで、より健康で生きがいの

ある暮らしを実現し、農業への理解を深め、及び町内外の住民の交流を図ることを目的

として、松伏町営農園を設置するための条例の制定 

２ 内容 

（１）名称及び位置（第２条関係） 

名称 位置 

赤岩ふれあい農園 松伏町大字上赤岩９５９番地 

（２）利用の許可（第３条関係） 

   町営農園を利用しようとする者は、あらかじめ町長の許可を受けなければならない。 

（３）利用期間（第４条関係） 

  ア 町営農園の利用期間は、４月１日から翌年３月３１日までの１年間とする。ただ

し、当該期間の中途から利用する場合にあっては、当該期間の残余期間とする。 

  イ アの期間は、町営農園を利用するものの申請により、１年ごとに更新することが

できる。ただし、連続して５年を超えることはできない。 

（４）使用料（第１１条及び別表関係） 

   ア 利用者は、次の表に定める使用料を町長が指定する日までに納付しなければな

らない。 

   イ 利用期間が１年未満であるときの使用料の額は、月割り（１月未満の端数があ

るときは、当該端数を切り上げ）をもって計算するものとする。 

面積 金額 

１区画（２０平方メートル） 年額 ６，０００円 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

   平成３０年５月１日 

（２）準備行為 

   ２（２）による利用の許可及びこれに関し必要な手続その他の準備行為は、この条

例の施行前においても行うことができる。 

 

議案第 ７ 号 



松伏町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

職員の給料月額及び勤勉手当の額を改定するための条例の改正 

２ 内容 

（１）松伏町職員の給与に関する条例の一部改正（第１条） 

  ア 平成２９年１２月期に支給される職員及び再任用職員の勤勉手当の支給割合を次

のとおり改定する。 

 改 定 前 改 定 後 

職   員 ０．８５月 ０．９５月 

再任用職員 ０．４月 ０．４５月 

イ 行政職給料表の給料月額の改定（別表） 

平均引上額 ５９４円 

平均改定率 ０．２％ 

（２）松伏町職員の給与に関する条例の一部改正（第２条） 

平成３０年度以降に支給される職員及び再任用職員の勤勉手当の支給割合を次のと

おり改定する。 

 改 定 前 改 定 後 

職   員 
  ６月期 ０．８５月 ０．９月 

１２月期 ０．９５月 ０．９月 

再任用職員 
  ６月期 ０．４月 ０．４２５月 

１２月期 ０．４５月 ０．４２５月 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

公布の日。ただし、２（２）は、平成３０年４月１日 

（２）経過措置 

ア ２（１）は平成２９年４月１日から適用する。 

イ ２（１）を適用する場合においては、２（１）による改正前の松伏町職員の給与

に関する条例の規定に基づいて支払われた給与は、２（１）による改正後の松伏町

職員の給与に関する条例の規定による給与の内払とみなす。 

 

議案第 ８ 号 

松伏町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

地方税法の一部改正に伴い、国民健康保険事業の都道府県単位化に係る規定の整備を

するための条例の改正 

２ 内容 

  国民健康保険事業の都道府県単位化に係る規定の整備（第２条関係） 

地方税法の一部改正により、国民健康保険税の課税目的がこれまでの「国民健康保険

事業に要する費用等に充てるために課するもの」から「国民健康保険事業費納付金の納

付に要する費用に充てるために課するもの」に改正されたことに伴う規定の整備 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

  平成３０年４月１日 

（２）経過措置 

  ２は、平成３０年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成２９年度



分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

議案第 ９ 号 

松伏町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

国民健康保険法の一部改正に伴い、国民健康保険事業の都道府県単位化に係る規定の

整備をするための条例の改正 

２ 内容 

（１）国民健康保険運営協議会の定義（第２条関係） 

   国民健康保険法の一部改正に伴い、これまでの国民健康保険運営協議会を国民健康

保険法第１１条第２項の規定に基づく市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議

会として定める。 

（２）その他規定整備 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

 

議案第１０号 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

  松伏町多世代交流学習館コーディネーターの報酬の額を定めるための条例の改正 

２ 内容 

  松伏町多世代交流学習館コーディネーターの報酬の額は、月額１３４，０００円とす

る。（別表関係） 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

 

議案第１１号 

町長等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

  町長、副町長及び教育長並びに議会の議員の期末手当の額を改定するための条例の改

 正 

２ 内容 

（１）町長等の給与等に関する条例の一部改正（第１条） 

   町長及び副町長に支給される平成２９年１２月期の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

１２月期 ２．２２５月 ２．３２５月 

（２）町長等の給与等に関する条例の一部改正（第２条） 

   町長及び副町長に支給される平成３０年度以降の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

６ 月 期 ２．０７５月 ２．１２５月 

１２月期 ２．３２５月 ２．２７５月 

（３）松伏町教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正（第３条） 

   教育長に支給される平成２９年１２月期の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

１２月期 ２．２２５月 ２．３２５月 



（４）松伏町教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正（第４条） 

教育長に支給される平成３０年度以降の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

６ 月 期 ２．０７５月 ２．１２５月 

１２月期 ２．３２５月 ２．２７５月 

（５）議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正（第５条） 

   議長、副議長、常任委員長、議会運営委員長及び議員に支給される平成２９年１２

月期の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

１２月期 ２．２２５月 ２．３２５月 

（６）議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正（第６条） 

   議長、副議長、常任委員長、議会運営委員長及び議員に支給される平成３０年度以

降の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

６ 月 期 ２．０７５月 ２．１２５月 

１２月期 ２．３２５月 ２．２７５月 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

   公布の日。ただし、２（２）、（４）及び（６）は、平成３０年４月１日 

（２）経過措置 

  ア ２（１）、（３）及び（５）は、平成２９年１２月１日から適用する。 

  イ ２（１）、（３）又は（５）を適用する場合においては、２（１）による改正前の

町長等の給与等に関する条例、２（３）による改正前の松伏町教育委員会教育長の

給与等に関する条例又は２（５）による改正前の議会の議員の議員報酬及び費用弁

償等に関する条例の規定に基づいて支給された期末手当は、それぞれ２（１）によ

る改正後の町長等の給与等に関する条例、２（３）による改正後の松伏町教育委員

会教育長の給与等に関する条例又は２（５）による改正後の議会の議員の議員報酬

及び費用弁償等に関する条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

 

議案第１２号 

松伏町重度心身障がい者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

  高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い、後期高齢者医療制度加入時の住

所地特例の適用を受ける者に係る医療費助成金の支給について定めるとともに、規定の

整備をするための条例の改正 

２ 内容 

（１）高齢者の医療の確保に関する法律第５５条の２の規定により、後期高齢者医療制度

加入時の住所地特例の適用を受ける者に係る医療費助成金の支給については、埼玉県

後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険である者で、町内に住所を有

するとみなされていたものについて支給する。（第３条関係） 

（２）その他規定の整備 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

   平成３０年４月１日 

（２）経過措置 



２は、この条例の施行の日以後の医療給付に係る対象者について適用し、同日前の

医療給付に係る対象者については、なお従前の例による。 

 

議案第１３号 

松伏町総合振興計画審議会条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

松伏町総合振興計画審議会の組織に関し、委員の定数を変更するための条例の改正 

２ 内容 

  委員の定数の変更（第３条関係） 

松伏町総合振興計画審議会を組織する委員の定数１２人以内から１０人以内に変更し、

委員の構成を見直す。 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

 

議案第１４号 

松伏町都市公園条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

都市公園法の一部改正等に伴い、都市公園の敷地面積の標準を見直し、及び都市公園

の敷地面積に対する運動施設の敷地面積の割合の上限を定めるとともに、規定の整備を

するための条例の改正 

２ 内容 

（１）都市公園の敷地面積の標準の見直し（第２条関係） 

   市民緑地認定制度の創設に伴い、住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準（１

０平方メートル（市街地にあっては、５平方メートル））は、町内に市民緑地が存す

る場合は、当該市民緑地が都市公園と同等の機能を果たすことから、市民緑地の住民

１人当たりの面積を控除した面積を標準とする。 

（２）運動施設率の上限（第４条の２関係） 

   都市公園の敷地面積に対する運動施設の敷地面積の割合（運動施設率）の上限を１

００分の５０とする。 

（３）その他規定の整備 

３ 施行期日 

平成３０年４月１日 

 

議案第１５号 

松伏町下水道条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

  公共下水道の使用料の額を改定するための条例の改正 

２ 内容 

  公共下水道の使用料の額の改定（別表関係） 

  公共下水道の使用料のうち一般汚水に係る使用料の額を次のとおり改定する。 

種  別 １月当たりの汚水量 現   行 改 正 後 

一般汚水 

１０立方メートルまで

（基本料金） 
８００円 ８５０円 

１０立方メートルを超

え２０立方メートルま

１立方メートル当

たり９０円 

１立方メートル当

たり１００円 



で（超過料金） 

２０立方メートルを超

え３０立方メートルま

で（超過料金） 

１立方メートル当

たり１００円 

１立方メートル当

たり１１０円 

３０立方メートルを超

え５０立方メートルま

で（超過料金） 

１立方メートル当

たり１３０円 

１立方メートル当

たり１４０円 

５０立方メートルを超

える分（超過料金） 

１立方メートル当

たり１７０円 

１立方メートル当

たり１８０円 

※上記により算定された額に１００分の１０８を乗じて得た額が使用料となる。 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

平成３０年８月１日 

（２）経過措置 

   ２は、平成３０年１０月１日以後に使用料の支払いを受ける権利の確定されるもの

に係る使用料について適用し、同日前に使用料の支払いを受ける権利の確定されたも

のに係る使用料については、なお従前の例による。 

 

議案第１６号 

松伏町地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

  建築基準法の一部改正に伴い、規定の整備をするための条例の改正 

２ 内容 

（１）「建築面積の敷地面積に対する割合」を「建蔽率」に改める。（第４条関係） 

（２）その他規定の整備 

３ 施行期日 

平成３０年４月１日 

 

議案第１７号 

松伏町介護保険条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

  平成３０年度から平成３２年度までの保険料率を定めるための条例の改正 

２ 内容 

（１）平成３０年度から平成３２年度までの保険料率（第４条関係） 

第１段階   ２８，４００円（基準額×０．５） 

第２段階   ３９，７００円（基準額×０．７） 

第３段階   ４２，６００円（基準額×０．７５） 

第４段階   ５１，１００円（基準額×０．９） 

第５段階   ５６，８００円（基準額） 

第６段階   ６８，１００円（基準額×１．２） 

第７段階   ７３，８００円（基準額×１．３） 

第８段階   ８５，２００円（基準額×１．５） 

第９段階   ９６，５００円（基準額×１．７） 

第１０段階  ９９，４００円（基準額×１．７５） 

第１１段階 １０５，０００円（基準額×１．８５） 



第１２段階 １１０，７００円（基準額×１．９５） 

（２）介護保険料の段階の判定に関する基準（第４条関係） 

現行の所得指標である合計所得金額から、長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特

別控除額及び公的年金等に係る雑所得を控除した額を用いることとする。 

（３）平成３０年度から平成３２年度における公費投入による軽減後の保険料率（第４条

関係） 

第１段階   ２５，５００円（基準額×０．４５） 

（４）賦課期日後において資格取得、喪失等があった場合の保険料（第６条関係） 

算定された保険料の額に１００円未満の端数が生じる場合は、切り捨てるものとす

る。 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

平成３０年４月１日 

（２）経過措置 

２は、平成３０年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２９年度分までの

保険料については、なお従前の例による。 

 

議案第１８号 

松伏町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い、保険料を徴収すべき被保険者に

係る後期高齢者医療制度加入時の住所地特例について定めるとともに、規定の整備をす

るための条例の改正 

２ 内容 

（１）保険料を徴収すべき被保険者に係る後期高齢者医療制度加入時の住所地特例（第７

条関係） 

国民健康保険法第１１６条の２の規定により住所地特例の適用を受ける被保険者で

あって、同条の規定により住所を有するものとみなされた市町村の加入する後期高齢

者医療広域連合以外の後期高齢者医療広域連合の区域内に住所を有する者が、７５歳

年齢到達等により後期高齢者医療制度に加入した場合、住所地特例の適用を引き継ぐ

ものとする。 

（２）その他規定の整備 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

   平成３０年４月１日 

（２）経過措置 

   ２は、平成３０年度以後の年度分の保険料を徴収すべき被保険者について適用し、

平成２９年度分までの保険料を徴収すべき被保険者については、なお従前の例による。 

 

議案第１９号 

松伏町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

１ 趣旨 

  国の指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に

伴い、共生型地域密着型サービスに関する基準を定め、及び身体的拘束等の適正化を図



るとともに、介護医療院の創設に係る規定の整備等をするための条例の改正 

２ 内容 

（１）共生型地域密着型サービスに関する基準の新設（第３章の２） 

   障害福祉制度における生活介護、自立訓練、児童発達支援又は放課後等デイサービ

スの指定を受けた事業所であれば、基本的に共生型地域密着型通所介護の指定を受け

られるものとして基準を定める。 

（２）身体的拘束等の適正化（第１１７条、第１３８条、第１５７条及び第１８２条関

係） 

   認知症対応型共同生活介護及び地域密着型特定施設入居者生活介護における身体的

拘束等のさらなる適正化を図る観点から、運営基準に次のとおり定め、地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護の運営基準についても同様に見直す。 

  ア 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

  イ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催する

とともに、その結果について、介護従業者その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  ウ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  エ 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。 

（３）介護医療院の創設に伴う規定の整備等 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

 

議案第２０号 

松伏町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

国の指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部

改正に伴い、身体的拘束等の適正化を図るとともに、介護医療院の創設に係る規定の整

備等をするための条例の改正 

２ 内容 

（１）身体的拘束等の適正化（第７８条関係） 

   指定介護予防認知症対応型共同生活介護における身体的拘束等のさらなる適正化を

図る観点から、運営基準に次のとおり定める。 

  ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催する

とともに、その結果について、介護従業者その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ウ 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。 

（２）介護医療院の創設に伴う規定の整備等 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

 

議案第２１号 



松伏町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

１ 趣旨 

  就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部改正

に伴い、規定の整備をするための条例の改正 

２ 内容 

引用条項に関する規定の整備（第１５条関係） 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部改正

により、条例で引用している同法の条項が移動したことに伴う規定の整備 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

 

議案第２２号 

松伏町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

  国の指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、医療機関との連携を

図るための指定介護予防支援事業者が行うべき事項を定めるとともに、規定の整備する

ための条例の改正 

２ 内容 

（１）入院時における医療機関との連携促進（第６条関係） 

指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じ

た場合には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなけ

ればならない。 

（２）平時からの医療機関との連携促進（第３２条関係） 

   指定介護予防支援事業所の担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者

に係る情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔
くう

機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利

用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。 

（３）その他規定の整備 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

 

議案第２３号 

松伏町地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

１ 趣旨 

介護保険法の一部改正に伴い、規定の整備をするための条例の改正 

２ 内容 

（１）引用条項に関する規定の整備（第１条関係） 

   介護保険法の一部改正により、条例で引用している同法の条項が移動したことに伴

う規定の整備 

（２）主任介護支援専門員の定義の改正（第３条関係） 



   介護保険法施行規則の一部改正により、主任介護支援専門員の定義が改正されたこ

とに伴う規定の整備 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

   公布の日 

（２）経過措置 

改正後の２（２）は、介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成２９年厚生

労働省令第４８号。以下「平成２９年改正省令」という。）附則第２条第４項の規定

によりなお従前の例によることとされる平成２９年改正省令による改正前の介護保険

法施行規則第１４０条の６６第１号イ（３）（平成２９年改正省令附則第３条の規定

による改正前の介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成２７年厚生労働省令

第１９号）附則第３条の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に規定する

主任介護支援専門員を含むものとする。 

 

議案第２４号 

町道の路線認定について 

認定内容 

 １０５５号線 

 松伏町大字金杉字水汲１２１２番１５６地先（起点）から 

大字金杉字水汲１２１２番１５３地先（終点）まで 

  幅員２．９２ｍ  延長４０．８３ｍ 

 ２－７６８号線 

 松伏町大字松伏字深町４７５番１０地先（起点）から 

大字松伏字深町４７５番１５地先（終点）まで 

  幅員５．００ｍ  延長１０６．５２ｍ 

 

議案第２５号 

埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少について 

１ 趣旨 

  埼玉県市町村総合事務組合から入間東部地区衛生組合を脱退させることについて協議

するもの 

２ 内容 

入間東部地区衛生組合の脱退 

  入間東部地区衛生組合が解散により埼玉県市町村総合事務組合から脱退するもの 

３ 施行期日 

  平成３０年３月３１日 

 

議案第２６号 

埼玉県市町村総合事務組合の規約変更について 

１ 趣旨 

  入間東部地区消防組合の名称を変更することに伴い、埼玉県市町村総合事務組合規約

を変更することについて協議するもの 

２ 内容 

入間東部地区消防組合の名称変更 

変更前 変更後 



入間東部地区消防組合 入間東部地区事務組合 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

 

議案第２７号 

平成２９年度松伏町一般会計補正予算（第６号） 

１ 補正前予算額   ８，３９２，４４１千円 

２ 補正予算額           △７７，８６３千円 

３ 合    計   ８，３１４，５７８千円 

 

議案第２８号 

平成２９年度松伏町国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

１ 補正前予算額   ４，３７５，１３１千円 

２ 補正予算額            △３，４３１千円 

３ 合    計   ４，３７１，７００千円 

 

議案第２９号 

平成２９年度松伏町公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

１ 補正前予算額     ５９１，１３３千円 

２ 補正予算額                ７４千円 

３ 合    計     ５９１，２０７千円 

 

議案第３０号 

平成２９年度松伏町介護保険特別会計補正予算（第４号） 

１ 補正前予算額   １，９６９，４８９千円 

２ 補正予算額               ２４６千円 

３ 合    計   １，９６９，７３５千円 

 

議案第３１号 

平成２９年度松伏町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

１ 補正前予算額     ２８３，７３０千円 

２ 補正予算額               １０１千円 

３ 合    計     ２８３，８３１千円 

 

議案第３２号 

平成３０年度松伏町一般会計予算 

１ 本年度予算額   ７，９１３，０００千円 

２ 前年度予算額   ８，０２６，０００千円 

３ 比    較    △１１３，０００千円 

 

議案第３３号 

平成３０年度松伏町国民健康保険特別会計予算 

１ 本年度予算額   ３，５４０，４９８千円 

２ 前年度予算額   ４，３３９，６６９千円 

３ 比    較    △７９９，１７１千円 



 

議案第３４号 

平成３０年度松伏町公共下水道事業特別会計予算 

１ 本年度予算額     ６１０，５６５千円 

２ 前年度予算額     ５９０，３７５千円 

３ 比    較      ２０，１９０千円 

 

議案第３５号 

平成３０年度松伏町農業集落排水事業特別会計予算 

１ 本年度予算額       ７，９５０千円 

２ 前年度予算額       ８，０４０千円 

３ 比    較         △９０千円 

 

議案第３６号 

平成３０年度松伏町介護保険特別会計予算 

１ 本年度予算額   １，９４７，８１２千円 

２ 前年度予算額   １，８１６，０６８千円 

３ 比    較     １３１，７４４千円 

 

議案第３７号 

平成３０年度松伏町後期高齢者医療特別会計予算 

１ 本年度予算額     ３１９，０４５千円 

２ 前年度予算額     ２８１，９０７千円 

３ 比    較      ３７，１３８千円 

 

 

 


